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１ 総務部副部長あいさつ 

 

２ 報告事項 

（１） 令和６年度の契約状況 

◇市長部局 

質  問 回  答 

 業務委託の契約件数が増加傾向にある

が、市として外部委託する方針があるのか。 

 市としての方針ということではないが、ＤＸ（デ

ジタルトランスフォーメーション）の推進等の専

門的能力が必要な案件が多くなっている結果とし

て、増加傾向となっている。 

 物品に関して、昨年度、大型案件として

電子カルテシステムの購入があったが、今

年度の大型案件として予定されているもの

があるか。 

 今年度、小中学生に配布されているタブレット

の更新時期を迎えており、そちらの更新が予定さ

れている。 

     

◇上下水道局 

質  問 回  答 

不調不成立の要因の一つとして技術者の

不足と説明があった。対策と労働環境の改

善が必要と思うが、週休２日制の導入につ

いては標準となっているのか。 

 原則全ての工事を対象に週休２日制を導入させ

ている。 

技術者不足について、今後も不足した状

況が続いていくのか。 

 技術者不足については、今後も不足した状況が

続いていくと思われる。 

工事１件当たりの金額が少なくなってい

る要因は何か。また、今後の見込みはどう

か。 

 工事１件当たりの金額が少なくなった要因とし

ては、大規模な下水道整備事業の発注が概ね完了

したことが挙げられる。 



 今後の見込みについては、事業計画により上下

する。 

業務委託における業種別契約状況の中

で、複数単価契約のうち、電子による一般

競争入札ができない案件については見積競

争としていると説明があったが、具体的に

は何か。また、複数単価契約としている理

由は何か。 

 具体的には、検定満期を迎えた量水器の取替業

務である。業務委託案件であるものの、この量水

器の取替は工事業者しか行うことができない。こ

のことから、実際に応札する工事業者が電子入札

で使用する業務委託用のＩＣカードを持っていな

いため、電子ではなく紙による執行としている。

また、紙の場合は、従前から指名による見積競争

としている。なお、複数単価契約としているのは、

量水器の口径や種類によって単価が異なっている

ためである。 

    

（２）入札参加停止等の状況 

入札参加停止の決定について 

質  問 回  答 

 入札参加停止業者と随意契約している

が、このような対応はよくあることか。 

 入札参加停止業者しか業務をできない場合に

限って随意契約を行うため、随意契約する事例は

稀である。 

 安全管理措置の不適切により生じた公衆

損害事故を理由に入札参加停止とした案件

について、過去の事例では入札参加停止期

間１か月のものがあるが、今回の入札参加

停止期間が２か月となっているのは、何故

か。 

 過去の入札参加停止期間１か月の事案は安全管

理措置を講じたが事故が発生したものだが、今回

の案件は安全管理措置を講じていない中で事故が

発生しており、その事情の違いを考慮して２か月

としている。 

 

３ 審議事項  

（１） 令和７年３月、６月議会案件 

意見等なし 

（２） 委員選定案件等 

◇市長部局 

質  問 回  答 

 管工事の高落札率の理由として資機材費

の占める割合が高いことを理由として挙げ

ているが、資機材費よりも人件費の方がコ

ストの圧縮が難しいとも思われるが、資機

材費が高騰して資機材費の占める割合が上

がり、資機材費を下げるのが難しいという

ことか。 

 その認識である。 

 発注方式をプロポーザル方式にするか否

かについては、どの部署が決定するのか。 

 部局の部長等が決定している。なお、業者選定

方法については、庁内横断的な組織として業者選

定審査会を設け、同審査会で審査し、公平性等を

担保している。 



◇上下水道局 

質  問 回  答 

業務委託について、落札率が６２％と

なった案件があるが、工事のように最低制

限価格の導入はしていないのか。 

 業務委託において、最低制限価格を適用の対象

となる業種は、人件費割合が高いもののうち、契

約課で定めたものとなる。具体的には、庁舎清掃、

公衆トイレ清掃、警備（機械警備を除く）、除草・

草刈、草花管理、受付を対象としており、本案件

は最低制限価格適用の対象外である。 

 

 

４ その他 

  第２回委員会の開催予定について 

  第２回開催予定は、１１月を予定。 

   


